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札幌市安全・安心な食のまち推進条例（案） 
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附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、食の安全・安心の確保に関し、基本理念を定め、市及び事業者の責

務並びに市民の役割を明らかにするとともに、市の施策の基本となる事項を定めること

により、これに基づく施策を総合的かつ計画的に推進し、もって市民及び観光客その他

の滞在者（以下「観光客等」という。）の健康を保護し、安全・安心な食のまち・さっぽ

ろを実現することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

 (1) 食の安全・安心 食品等の安全性並びに食品等に対する市民及び観光客等の信頼を

いう。 

 (2) 安全・安心な食のまち・さっぽろ 本市において、次に掲げるような状況にあって、

食の安全・安心が確保されていることをいう。 

ア 一人一人の市民が、食品等の安全性について理解と関心を有していること。 

イ 個々の事業者が、食の安全・安心の確保を第一に考えて行動していること。 

ウ 市民と事業者との間で食に関する信頼関係が構築されていること。 

エ 食品等の生産から消費又は使用に至る一連の行程の各段階において、安全の管理

が図られていること。 

オ 本市に関わる食品等を消費し、又は使用する者が、その食品等の安全性を認識し、

かつ、その食品等を信頼していること。 

カ 市民及び観光客等が、安心して食を楽しめること。  

 (3) 食品 全ての飲食物（薬事法（昭和３５年法律第１４５号）第２条第１項に規定す

る医薬品及び同条第２項に規定する医薬部外品を除く。）をいう。 

 (4) 食品等 食品（その原料又は材料として使用される農林水産物を含む。）、添加物（食

品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）第４条第２項に規定する添加物をいう。）、器

具（同条第４項に規定する器具をいう。）及び容器包装（同条第５項に規定する容器包

装をいう。）をいう。 

 (5) 事業者 食品等に関する生産、採取、製造、輸入、加工、販売その他の事業活動を

行う者をいう。 

 (6) 特定事業者 次に掲げる事業者又は団体であって、市内に事業所、事務所その他の

事業に係る施設又は場所を有するものをいう。 
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  ア 食品等の生産、採取、製造、輸入又は加工を業とする事業者（規則で定めるもの

を除く。） 

  イ 食品等の販売を業とする事業者であって、規則で定めるもの 

  ウ 農林水産物（食品の原料又は材料として使用されるものを含む。）の生産又は採取

を業とする事業者が組織する団体 

（基本理念） 

第３条 食の安全・安心の確保は、次に掲げる基本理念にのっとり行われなければならな

い。 

 (1) 食の安全・安心を確保するに当たっては、市民及び観光客等の健康保護が最も重要

であるという認識の下に、必要な措置が講じられること。 

 (2) 食品等の生産から消費又は使用に至る一連の行程の各段階において、市及び事業者

並びに市民がそれぞれの責務又は役割を主体的に果たすこと。 

 (3) 市民、事業者及び市が情報を共有し、相互に理解を深め、連携を図り、及び協働し

て、食の安全・安心に関する取組が行われること。 

 (4) 食品等による健康への悪影響を未然に防止する観点から、科学的知見に基づき必要

な措置が講じられること。 

 (5) 食の安全・安心の確保が、食を通じた魅力あるまちづくりを支える基盤であり、食

産業及び観光の振興にも寄与するとの認識の下に、食の安全・安心の確保に関する取

組が行われること。 

（市の責務） 

第４条 市は、食の安全・安心の確保に関する施策を総合的かつ計画的に実施しなければ

ならない。 

２ 市は、市民及び事業者の意見を食の安全・安心の確保に関する施策に反映させるため

に、必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 市は、市民、事業者及び市の連携及び協働により、食の安全・安心の確保に関する取

組が推進されるよう必要な措置を講ずるものとする。 

４ 市は、食の安全・安心の確保に関する施策を円滑かつ効果的に実施するよう国、他の

地方公共団体その他の関係団体等との密接な連携に努めるものとする。 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、食品等の安全性を確保するために必要な措置を適切に講ずるとともに、

自主的な衛生管理を積極的に実施しなければならない。 

２ 事業者は、食品等の分かりやすい表示、正確かつ適切な情報の公開及び提供並びに市

民との積極的な交流等を通じて、食品等に対する市民及び観光客等の信頼の確保に努め

るものとする。 

３ 事業者は、食の安全・安心の確保に関する市の施策に協力するものとする。 

（市民の役割） 

第６条 市民は、次に掲げる事項に取り組むよう努めることにより、食の安全・安心の確

保に関し積極的な役割を果たすものとする。 

 (1) 食品等の選択に当たって適切に判断できるように食品等の表示に関する必要な知識

を身に付けるとともに、食品等の保存、調理、使用その他の取扱いによって健康に悪

影響を及ぼすことがないように食品等の安全性に関する知識と理解を深めること。 
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 (2) 事業者の食の安全・安心の確保に関する取組について理解を深めるとともに、その

取組に意見を表明し、及び協力すること。 

 (3) 食の安全・安心の確保に関する市の施策に意見を表明し、及び参加すること。 

 （財政上の措置） 

第７条 市は、食の安全・安心の確保に関する施策を推進するため、必要な財政上の措置

を講ずるよう努めるものとする。 

第２章 食の安全・安心の確保を推進するための計画 

（推進計画） 

第８条 市長は、食の安全・安心の確保に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため

の計画（以下「推進計画」という。）を策定するものとする。 

２ 推進計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 (1) 食の安全・安心の確保に関する施策の大綱 

 (2) 前号に掲げるもののほか、食の安全・安心の確保に関する施策を推進するために必

要な事項 

３ 市長は、推進計画を策定するに当たっては、安全・安心な食のまち・さっぽろ推進会

議の意見を聴くとともに、市民及び事業者の意見を適切に反映することができるよう必

要な措置を講ずるものとする。 

４ 市長は、推進計画を定めた場合は、速やかにこれを公表しなければならない。 

５ 前２項の規定は、推進計画の変更について準用する。 

６ 市長は、毎年度、推進計画に基づく施策の実施状況を、安全・安心な食のまち・さっ

ぽろ推進会議に報告するとともに、公表しなければならない。 

第３章 食の安全・安心の確保に関する施策 

（生産から販売までの監視、指導等） 

第９条 市は、食品等の安全性を確保するため、食品等の生産から販売に至る一連の行程

の各段階において、関係機関と連携を図りながら、監視、指導、検査その他の必要な措

置を講ずるものとする。 

（調査研究の推進等） 

第１０条 市は、食品等の安全性の確保に関する施策を最新の科学的知見に基づき効果的

に実施するため、調査研究の推進及びその成果の普及その他の必要な措置を講ずるもの

とする。 

（情報の収集等及び提供） 

第１１条 市は、食の安全・安心の確保に関し、情報の収集、整理、分析等を行い、市民、

観光客等及び事業者に対し、正確かつ適切な情報の提供を行うものとする。 

（事業者による情報の公開及び提供の推進） 

第１２条 市は、事業者が自主的に行う食の安全・安心の確保のための取組に関し、事業

者による情報の公開及び提供が推進されるよう、必要な支援を行うものとする。 

（情報及び意見の交換の促進等） 

第１３条 市は、食の安全・安心の確保に関し、市民、事業者及び市の連携及び協働によ

る取組が推進されるよう、相互の情報及び意見の交換の促進その他の必要な措置を講ず

るものとする。 

（適正表示の推進） 
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第１４条 市は、食の安全・安心の確保に重要な役割を果たしている食品等の表示が適正

に行われるよう、事業者に対し必要な助言及び指導を行うとともに、市民に対する食品

等の表示に係る制度の普及啓発その他の必要な措置を講ずるものとする。 

（地産地消の推進） 

第１５条 市は、地産地消の推進を通じて、食の安全・安心の確保に資する食品の生産及

び供給の拡大を図るとともに、市民と事業者の相互理解及び両者の食の安全・安心の確

保に関する意識の向上を図るものとする。 

（学習の機会の提供等） 

第１６条 市は、市民及び事業者が食の安全・安心の確保に関する知識と理解を深め、食

の安全・安心の確保に関する取組を適切に行えるよう、学習の機会の提供、広報活動の

充実その他の必要な措置を講ずるものとする。 

（食育の推進） 

第１７条 市は、市民、特に子どもたちが食の大切さ及び食品等の安全性に関する理解を

深め、適切な判断力を養うことができるよう、食育の推進を通じて、食の安全・安心の

確保に関する知識の普及啓発を行うものとする。 

（人材の育成） 

第１８条 市は、食の安全・安心の確保の推進を担うべき高度な知識を有する人材を育成

するために必要な措置を講ずるものとする。 

（環境への配慮） 

第１９条 市は、食の安全・安心の確保に関する施策の実施に当たっては、当該施策が環

境に及ぼす影響について配慮するとともに、必要に応じ環境保全のための施策との連携

を図るものとする。 

（市民の自発的な取組の支援） 

第２０条 市は、市民による食の安全・安心の確保に関する自発的な取組が促進されるよ

う必要な支援を行うものとする。 

（事業者の自主的な取組の促進） 

第２１条 市は、事業者による食品等の安全性の確保に関する自主的な取組を促進するた

め、高度な衛生管理を行う事業者の取組を推進する制度の普及その他の必要な措置を講

ずるものとする。 

（表彰） 

第２２条 市長は、食の安全・安心の確保に関し、特に優れた取組をした者を表彰するこ

とができる。 

（食産業及び観光の振興への寄与） 

第２３条 市は、食産業及び観光の振興に寄与するため、事業者との連携及び協働により、

食の安全・安心の確保の観点から必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 （危機管理体制の整備等） 

第２４条 市は、食品等による健康への重大な被害の発生を未然に防止し、又は当該被害

が発生した場合に迅速かつ適切に対処するため、危機管理体制の整備その他の必要な措

置を講じなければならない。 

 （自主回収の報告等） 

第２５条 特定事業者は、生産、採取、製造、輸入、加工又は販売を行った食品等の自主
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的な回収（法令に基づく命令又は書面による回収の指導を受けて行うものを除く。以下

「自主回収」という。）に着手した場合において、当該食品等が次の各号のいずれかに該

当するものであるときは、速やかに当該自主回収の着手について、規則で定めるところ

により市長に報告しなければならない。 

 (1) 食品衛生法の規定に違反する食品等（同法第１９条第２項の規定に違反する食品等

にあっては、規則で定めるものに限る。） 

 (2) 前号に掲げるもののほか、健康への被害を未然に防止し、又は当該被害の拡大を防

止する観点から、この項の規定による報告が必要と認められる食品等として規則で定

めるもの 

２ 次の各号のいずれかに該当する食品等の自主回収の着手については、前項の規定は、

適用しない。 

 (1) 消費者に販売されていないことが明らかであるもの 

 (2) 販売の相手方である消費者が特定されているもの（当該販売を行った事業者におい

て、当該消費者に直ちに連絡をすることができる場合に限る。） 

 (3) 市外において生産、採取、製造、輸入又は加工を行った食品等であって、市内に流

通していないことが明らかであるもの 

３ 第１項の規定による報告を行った特定事業者は、当該報告に係る自主回収を終了した

場合は、速やかにその旨を規則で定めるところにより市長に報告しなければならない。 

４ 市長は、第１項及び前項の規定による報告を受けた場合は、速やかに当該報告の内容

を公表するものとする。 

 （緊急事態への対処） 

第２６条 市長は、食品等による健康への重大な被害が発生し、又は発生するおそれがあ

る場合（以下「緊急事態」という。）において、当該緊急事態に対処するため必要がある

と認めるときは、法令に定める措置を講ずるときを除き、当該緊急事態を招いた事業者

に対し、緊急事態である旨及びその内容等の公表、食品等の回収その他の必要な措置を

講ずるよう勧告することができる。 

２ 市長は、前項の規定による勧告をした場合において、当該事業者がその勧告に従わな

かったときは、その旨を公表することができる。 

３ 市長は、前項の規定による公表をしようとするときは、当該事業者に対して、あらか

じめ、意見の聴取を行わなければならない。ただし、公益上緊急を要する場合は、この

限りでない。 

第４章 安全・安心な食のまち・さっぽろ推進会議 

第２７条 市長の附属機関として、安全・安心な食のまち・さっぽろ推進会議（以下「推

進会議」という。）を置く。 

２ 推進会議は、次に掲げる事務を行う。 

 (1) 市長の諮問に応じ、推進計画について調査審議し、及び意見を述べること。 

(2) 前号に掲げるもののほか、食の安全・安心の確保に関する重要事項について調査審

議し、及び意見を述べること。 

３ 推進会議は、市長が委嘱する委員２０人以内をもって組織する。 

４ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 
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５ 委員は、再任されることができる。 

６ 特別の事項等を調査審議するため必要があるときは、推進会議に臨時委員を置くこと

ができる。 

７ 推進会議に、必要に応じ、部会を置くことができる。 

８ 前各項に定めるもののほか、推進会議の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が定

める。 

第５章 雑則 

（委任） 

第２８条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。ただし、第２５条の規定は、同年１

０月１日から施行する。 

２ 札幌市特別職の職員の給与に関する条例（昭和２６年条例第２８号）の一部を次のよ

うに改正する。 

別表その他の附属機関の委員の項中「公文書管理審議会委員」を 

「公文書管理審議会委員 

 安全・安心な食のまち・さっぽろ推進会議委員」 
に改める。 


